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自己組織化マップを用いた一般介護予防事業の政策評価 

 

須田 茂夫） 

 

１．背景と目的 

 介護保険制度は、創設以来、基本理念である「自立支援」の徹底を図るとともに、急速に増大す

る認定者数とそれに伴う給付費の増大に対処するため、介護予防を強化する方向へと改革が進

められてきた。2005 年の法改正では、予防給付の見直しや、予防を重視したシステムを確立する

ために地域支援事業が創設され、2014 年の法改正では、地域支援事業の充実を図るための改

変により、一般介護予防事業が創設された。 

 「介護予防」は、個人へのアプローチだけでなく、地域づくり等の本人を取り巻く環境へのアプロ

ーチも含めたバランスの取れた取り組みが重要であるとされている。一般介護予防事業は、住民

主体の運営による通いの場を充実させ、人と人とのつながりが広がる事により、通いの場が継続

的に拡大していくことを推進するためのものである。この「通いの場への参加率」は、厚生労働省

の政策評価における基本計画をはじめ、健康寿命延伸プラン、認知症施策推進大綱等において

も、その目標として掲げられている。 

  このように、「通いの場への参加率」が重要視されているのは、高齢者の社会性が低下すると

フレイル（虚弱）状態となり、自立度が低下していくとされているためである。運動教室、憩いサロ

ン、ボランティア活動等が虚弱の予防、改善にもたらす効果については、多くの実証研究がなさ

れてきた。 

一方で、ＥＢＰＭの観点からすれば、一般介護予防事業における各種施策が「通いの場への参

加率」の増加に、どの程度寄与するかが検証されるべきであるが、現時点では、十分な検証がな

されているとは言えない。本稿は、一般介護予防事業の政策評価を目的とするものである。 

 

２．分析方法 

 分析方法としては、自己組織化マップを用いた。これは、ニューラルネットワークを用い多次元

データを 2 次元平面上へ射影、グループ化を行い解析する手法である。また、特徴量による単純

な分類だけでなく、目的値を持つ教師あり学習も可能である。 

 データは、厚生労働省「介護予防・日常生活支援総合事業報告」をベースに、介護保険の保険

者別に再集計したものを用いた。 

政策評価における目標値とされている、「通いの場の参加率」を教師信号とし、一般介護予防

事業において実施されている各種施策（講習会等の実施、ポイントの付与、地域活動の支援）の

実施状況によりグループ化し検討をした。 

本稿で対象とする通いの場は住民主体の運営によるものであり、自治体・保険者はそれを支援

するというものである。そのため、一般介護予防事業の施策の実施状況とは関係なく参加率が高
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い保険者も存在すると考えられる。自己組織化マップは 2次元で表示するため、同程度の参加率

でも施策からの影響が異なるグループが存在しても、これらを区別することが可能である。 

 

３．結果 

 分析により 「介護予防に資する取組みへの参加やボランティア等へのポイント付与」、次いで

「社会参加活動を通じた介護予防に資する地域活動の実施」の件数が参加率を高めている傾向

が判明した。 また、総じて各種施策の実施状況が低調な保険者では参加率が低いが、少数の

例外として高い保険者も確認された。 

 

４．考察 

 検証の結果、いわゆる「ナッジ」を効かせた政策に効果があると判明したが、通いの場

の参加率は、中間アウトカムであり、自主的に参加した者との最終アウトカムへの効果の

比較は別途必要であると考えられる。 

分析手法の特徴として、本稿のように、自治体、保険者別のデータを用いた場合、差異が大き

いため「離れ値」が生じ、回帰分析等を行うのに適さない場合があるが、グループ化することにより

検証が可能となる。また、制度が開始、変更された直後で、時系列のデータが十分に収集できな

い時点での検証が可能となる。 

 視覚的に明確な資料を提供できることも特徴であり、活用方法について、さらに検討していくこと

が必要であると考える。 
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